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職業教育 (vocationaleducation and位aining，VET)改

革は，現在ヨーロッパのほとんどすべての国で進行中

である。これらの改革を推進する主たる動機は，経済

的社会的原理の変化である。知識型社会は，より優れ

たコンピュータ・サイエンスの技術，より優れた語学

力，企業家精神へのより大きな方向づけ，ならびによ

り多くの全般的な知識を必要とするのである。

特に職業教育に関するスイスの事例は，主として実

習生制度モデル (apprenticeship-modeOに基づいては

いるが，異なった方向性がひとつのシステムの中に統

合されることを示すよい証拠を提供している。

教育，そしてとりわけ専門的職業訓練は，直接的職

業的要求と，より抽象的かっ長期的な要求との聞で，

振り子のように揺れている。こうした議論は教育制度

の展開においても，教育理論においても見られる。

ヨーロッパ規模で，カリキュラム上ならびに制度上

の実践が広く混合されるようになってきている。それ

によって労働の世界と青年の様々な能力や可能性との

混合が，当然のように行われるようになってきている

のである。

労働と教育一流動する2つのコンセプト

ヨーロッパにおける VETについての議論に見られ

る今日的なキーワードは， rキー・コンビテンスj と「生
涯学習Jである。 1970年代初頭に，ディーター・メ

ルテンス (DieterMertens)は，教育制度は学習者に，

迅速かつ柔軟な方法で新しい知識とコンピテンスとを

獲得する能力を身につけさせるべきだと主張した。そ

して彼はこうした種類の能力を「キー・コンピテンスj

とよんだ。同じく「生涯学習Jというスローガンが，

1970年代に作られた。しかしながらそれは，制度化

された教育を超える自己実現のためのユートピアのよ

うなものと理解されており，今日的理解とは少し異な

っていた。「生涯学習」は，実質的に，雄弁でコンピ

ュータに熟達した起業家精神を持ったヨーロッパ人に

とっては，絶対に不可欠なものになった。 1960年代

は情報技術が労働の世界に浸透し始めるとともに，企

業内教育が設定され，企業によって支援された企業内

教育と職業教育が安定的になされるようになった。『ド

イツ成人教育センター・ベルリン中間報告論文集』で

発表された 1962年の論文「教育と職業訓練」で，職

業教育学者アドノレフ・シュパ/レヅローゼ仏dolf制 1四法制

は，本のタイトルに示された2つの考えの，見たとこ
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ろでは克服できそうもない差異に挑戦した。彼は，こ

れら2つの概念を対立するものとして捉える支配的な

見解について， ドイツにおける歴史的発展と関連させ

て説明した。ヴイIνvレム・フォン・フンボルト(Wi曲elrn

von Humboldt) とは違って，シュパルツローゼは，教

育は，政治的経済的かっ機械的な要求に従うのではな

くて，知的な伝統と文化遺産を伝達することに意味が

ある，とだけ述べたのではない。いわば過去の遺物と

して，職業訓練は労働の世界とのみ関連づけられるよ

うになっていた。そしてこのことが一般化された結果，

労働者は単に機能を果たすひとつの要素としてみなさ

れるようになっていったのである。それと対照的に，

文化遺産を学ぶことによる個人の完成が，教育に割り

当てられた。教育学者テオドー/レ・リット(司副orLi世)

が，労働の世界に対する教育の可能性を認めた最初の

人物であった。こうした新しい方向づけにともなって，

職業訓練と教育との対立は克服されるようになってき

た。なぜなら，知的な発達は，伝統的形式による教育

以外でも可能になったからである。こうして，概して

労働の世界を非難していた知識人たちは，最も一般的

な論拠を奪われることになったのである (Schwarzlose，

1962)。

アメリカでは，リベラル・エデュケーションと労働

のための教育とのギャップは，それほど深くなかった。

経営学者ピーター・ F.ドラッカー (PeterF. Drucker) 

は，教育の実用的な有用性を強調した。シュパルツロ

ーゼによれば，アメリカでの議論は，経済的繁栄の基

礎としての教養ある社会は，非生産性，賛沢，さらに

は不吉な予感といった雰囲気から，教育を自由にする

ように努力しなければならない，という事実を強調し

た。 1960年代の初めに，さらなる改革への計画に関

連して，彼は教育と職業訓練とを統合することが不可

欠であると論じた。

教育と職業訓練との差異を弱めること

上述した検討課題は，ヨーロッパにおける職業訓練

と教育の改革についての今日の議論においても，なお

話題になっている。英語圏でも， r職業と学問との区別J
はもはや適切ではないと考えられている。職業教育を

教育のひとつの形式と見なすこと，また学校教育の伝

統的な形式を経済的に有利なものと見なすことが，広

く受け入れられるようになってきた。

もちろん， ドイツの教育学者シュパルツローゼが教

育と職業訓練との統合を主張した最初の人物ではない。

彼の同時代人であるへルヴィヒ・プランケルツ (Herwig

Blankertz)は，ムンスター大学の職業教育学講座の主

任教授であるが，彼は新人文主義と功利主義との対立

は不毛であり，誤解される傾向にあると述べた@加Ike泡，

1985)。彼の考えでは，ふたつの考え方は，改革され

た職業志向の学校では共存しうるのである。当時を振

り返れば， ドイツの改革教育学，そしてとりわけアメ

リカのプラグマテイズムもまたその適例であるといえ

る。ミュンヘンの教育行政官ゲオルク・ケルシェンシ

ュタイナー (GeorgKerschensteiner) と教育哲学者エ

ドワアルト・シュプランガー (EduardSpranger)は，

フンボルトによる，一般教育は必然的にいかなる職業

教育にも先行する，という定式を逆転させた。その代

わりに，真の教育は職業的専門性を越えるものであり，

職業としての専門性は人間の真の社会化にとっての入

り口だと捉えられた (Gonon，2002，参照)。ポール・

モンロー (PaulMonroe)の1913年の百科事典，それ

は改革教育学への方向性を有しているのだが，その中

では教育のすべての形式は職業的だと理解されている。

そして，卓越した哲学者であり教育学者でもあるジョ

ン・デューイ(JohnDewey)は，近代工業の陶冶的性

格を正当に評価していないという理由で，伝統的な学

校カリキュラムを批判した (Gonon，2004)。ーしたがっ

て「職業教育重視主義vocationalismJは，単に中等学

校レベルの制度上の現象に関連する概念であるだけで

なく，教育を全体的に理解するための確固とした概念

であるといえる。

教育概念の拡大と職業技能の重視によって，教育へ

のより容易な接近方法を提供することができるように

なり，大衆の教育レベルを向上することが可能になっ

た。いわゆる，教育の民主化である。しかしながら，

幼稚園から大学までのすべての教育分野に浸透してき

た経済との関連キ経済への傾斜を強調することは依liebard，

1999) ，懐疑的に，ある種の還元主義で一面的な教育

理解と見なされている。

改革論争の制度上の結果:r同等評価」
改革論争は，制度的発展と話題の改革案の説明のた

めに重要である。ヨーロッパでは 2つの一般的な傾

向が見られる。第1に，職業教育の概念をより包括的

に理解しようとする傾向である。例えば大学教育のよ

うな，伝統的な職業教育とはかけ離れた領域を職業教

育が含むことが，当然のように思われているようであ

る。職業教育の概念のこうした拡大によって，欧州連

合 (EuropeanUnion)の委員会や機関は，勧告，条例

ならびに法案によって各国の教育政策に影響を及ぼし

た。

第2に，教育と職業訓練との間の差異を緩和するこ

とーあるいは少なくとも縮小することーの合理性

が，国家経済ならびに社会政策の観点からも認められ
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るということである。教育的努力の望ましい結果とし

ての経済的妥当性や雇用可能性が，持続的な経済発展

の観点から，ここ数年の聞にますます重要になってき

ている。このことと密接に関連しているのは，これま

で単に「職業的 vocationalJと表現されてきた機関や

訓練コースの再評価である。それゆえ一般的な論争は，

同等評価を得るための努力として特徴づけられるので

ある。

職業教育の実習優位型システムと学校ペース型システ

ムにおける『同等評価』

イギリスの職業教育研究者，マイケル・ヤング⑪但chal

Young) とデイピッド・レイフ (DavidRaffe)は，制

度的対策によってこの同等評価を達成するための4つ

のストラテジーについて述べている。

(1)職業教育の高度化

(2)相互性の強化

(3)結合

(4)統一

(Young & Raffe. 1998) 

第1のストラテジー(職業教育の高度化)は，制度

的に組織化された職業教育をアップグレードする試み

と言いかえることができる。職業教育が全体としてよ

り高い評価を受けるのは当然であるが，職業教育のシ

ステムは明確に職業的専門性志向のままであるべきで

ある。ヤングとレイフは， ドイツとオーストリアを，

こうした考え方が成功した実例として引用しているが，

我々はさらにスイスを加えることができるだろう。

第2のストラテジー(相互性の強化)は，北欧諸国，

特にノルウェーとフィンランドにおいて見られる。こ

のストラテジーの目的は，職業教育システムと一般教

育システムとを相互により一致させることである。こ

のアプローチにおいては，ひとつのシステムの要素が

他のシステムの中に見いだされることがあり，逆もま

た同様である。

第3のストラテジー(結合)は，イギリスとフラン

ス両国の著作物の中に見られる。主な構成要素は，一

般教育と職業教育とを保証し認可する同一のシステム

にあり，それは2つの教育システム聞の接続を非常に

容易にする。

第4のストラテジー(統一)は， 4つのストラテジ

ーの中では最もラデイカルである。なぜなら第4のス

トラテジーの目的は，教育システム全体を統一するこ

とによって，一般教育と職業教育との聞の区別を廃止

することにあるからである。このアプローチは，スウ

ェーデンとスコットランドにおいて見られる。

職業教育の観点から見ると，これら4つのストラテ

ジーは，職業教育システムの再評価と再認識，ならび

に一般教育システムとの調和によって特徴づけられる。

しかし，職業教育の特性のゆえに，まだなお実行すべ

きことがある。特に，オーストリア，フィンランド，

ノルウェー，デンマーク，エストニア，ハンガリー，

ドイツ，ベルギー，フランス，スコットランドならび

表ストラテジー・マトリックス:システムのタイプ/ストラテジーのタイプ
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にギリシャにおけるシステムの比較分析は，改革には

次のような共通のニーズがあることを示している。

(1)高等教育とのリンクの改善

(2)雇用者とのリンクの改善

(3)職業教育の教師ならびに指導者の社会的地位と資

質の向上

(4)職業教育と職業訓練のカリキュラムの改善

ヤング (2∞0)は，これらのストラテジーを表 1の
ようなマトリックスにまとめた (Young，2000: 149) 

職業教育改革の内的外的理由:

グローパリゼーションと労働市場にとっての適合性

今日の改革への要求は，しばしばグローパリゼーシ

ョンのひとつの結果と見なされる。ヨーロッパにおい

てまず重視されるのは，欧州連合 (EU)の教育政策

である。それは， rヨーロッパにおける職業教育政策
ではなく，ヨーロッパのための職業教育政策」を導い

た (Munk，2003.付点は付加)。それは， EUの国々に

おいて，そしてスイスにおいてもそうだった。さらに，

例えば， TIMSS， PISA， IGL， ALLといった国際調査

は，さらなる検討が不可避であることを示している。

なぜならこれらの比較の中では，読み書き能力や数学

的・科学的かっ学際的なコンピテンスの点でも，様々

な国家の教育システムが持ちうる社会的統合力の点で

も，教育システムの効率性が明らかにならないからで

ある。しかしまた，既存の職業教育システムを，絶え

ず変化し続ける労働の世界に適応させようとする相当

な内的圧力もある。このことが，純粋に学校志向の職

業教育システムにとって，言いかえると，ヨーロッパ

における職業教育システムの大多数にとって，よりい

っそう困難な点であることは一般に知られている。依

然として，実習生制度モデルに対しでも現代化へのプ

レッシャーは大きい。このことはバイエル経済協会な

らびに教育学者レンツェン(DieterLenzen)によって

編纂された『教育の再考!未来プロジェクト』で論じ

られている。この研究では，一般的に教育に対して，

そして職業学校とアカデミック志向の中等教育(ギム

ナジウム)の両方に対して，まったく新しい方向性が

推奨されている。著者たちは，職業学校は伝統的な教

育的使命，すなわち実践に方向付けられた職業訓練を

必要な専門的知識で補完するという教育的使命を，時

間や教育能力の不足で，もはや果たすことができなく

なったと述べている (VbW，2003)。しかしながら，学

問志向の中等学校もまた，学問的でかつ労働の世界に

関連づけられた能力獲得に，専念しなければならない

(ibid.)。その研究によれば，一般教育についての現在

のコンセプトは役に立たなくなっており，知識に依拠

しコンピテンスを志向する，生活のための能力獲得に

置き換えられなければならない(ibid.)。中等学校も

職業学校も，雇用に対する適切な準備を提供していな

い。特に学問志向の中等学校は， (学問的な)専門性

との関連を無視しているし，大学の研究もまた，実践

との関連性の欠如が特徴的である。しかしながら必要

とされることは，仕事のための能力獲得である。しか

も，ある職業分野に特有の能力獲得だけでなくまた，

学際的な意味での能力獲得が求められている(ibid.)。ぬ

その研究はまた，学校のカリキュラムをモジュールベ

ースの学習コースに置き換えること，職業教育のため

に市場メカニズムを受け入れることを提案している。

それは，教育問題に関して，国家によって統制された

規則を，個別の認定機関に置き換えるということを意

味している(ibid.)。

改革の提案すべてが，上記のように率直に語られた

り，論争の的になったりしているわけではない。まだ，

ほとんどの改革論争は，ある共通の見通しが示され始

めた段階である。そこでは，中等学校ならびに職業教

育レベルでの新しい方向づけや広範囲に渡る制度的再

組織化が支持されている。特に，明確で確固とした仕

事への方向づけが支持されている。

ヨーロッパ・モデルとしての『実習生制度」

国際的にもヨーロッパにおいても，職業教育のドイ

ツ・モデルは，驚くほど評価が高い。それはしばしば，

類似のシステムが実際に使用されている国で支配的な

雰囲気と対照的である。「二重システムdualsystemJ 

一主に企業での職業訓練を行い，学校での教育によっ

て補完するシステム ，と「実習生制度モデル」ー

ほとんどが会社での教育と訓練に基礎を置いており，

それゆえ産業ベースの職業教育とも呼ばれるーは高く

評価されている。その一方で，学校志向の職業教育へ

の要求が，ここ数十年に渡って聞かれるようになって

きている。

伝統的な実習生制度は，実習生を長い時聞かけて訓

練する会社によって強く支持されているが，それは確

固とした学校ベースのVETモデルにとって依然とし

て魅力的な選択肢のひとつである。学校ベースの

VETモデルは，熟練した生徒や卒業生を輩出する場

合もあるが，質が低いかあるいはまったく質の悪い生

徒や卒業生を輩出する場合もある。後者の場合，彼ら

は，学校から労働の世界への移行の問題に直面する。

1980年代ならびに 1990年代において，ほとんどの

ヨーロッパ諸国で学校志向の職業教育が強調されたこ

とを受けて，ノルウェーの教育学者リプ・ミェルデ(Liv

-32一



Mje1de)は，学校ベースの職業コースと伝統的な仕事

場ベースの職業コースとを比較する目的で， 1617人

の実習生を対象として調査を行った。実習生の89%が，

仕事場で学ぶ方が学校で学ぶより好きだと回答した。「私

は学校にうんざりしているん f私は実際のことをした

いJ. r私は実践的なことをしたい。理論で苦しみたく
ないJといった回答が，彼女の得た典型的な回答だっ

た。ここから，教育を明確に実践的に方向づけること

が，理論と実践を学ぶ上で優先すべき共通基盤である

ことがわかる。 トレーニング・スーパーパイザーや同

僚とともに，主題に直接的に関係しながら仕事場で学

ぶことが，実習生の希望に最も適合しているのである

(Mje1de， 1993)。同じような主張がアンウインとウェ

リントン (Unwin& Wellington， 2∞1)にも見られる。

その中では特に，職業教育を伝統的な教育に対し魅力

的な選択肢のひとつにするのは「仕事ベースの学習Jだ，

ということが述べられている。

フェルビア・ピアホーフ (He1viaBierhoff) とシッ

グ・プレイス (SigJ. Prais)もまた，スイスとイギリ

スにおける学校から仕事への移行に関する比較研究の

中で，強固な「二重システムJが多くの利点を持って

いるとの結論に達している。イギリスにおける改革と

比較して，工芸 (artsand crafts)のような教科の存在，

職業と労働の世界へのより強い方向づけ，ならびに，

学校から多くの若者にとっての教育の場である仕事場

への比較的簡単かつ普通の移行は，有益であると考え

られている。イギリスにおいても，いわゆる「近代的

な実習生制度j を導入する努力を著者たちは認める一

方で，イギリスの教育政策はスイスのより高い標準に

合わせるべきだと強く主張している (Bierhoff & 

Prais， 1997: 98ff.)。イギリスが 19世紀の仕事場での職

業教育システムという伝統的な姿を一掃したことは，

多くの論者によって間違いだったと指摘されている。

イギリスが制度上， 1980年代に，当時存在していた

VETの構造を廃棄し， r新・職業主義newvocationalismJ 
を強調した理由はまったく複雑である。その理由は，

より広範囲の政治的かっイデオロギー的な論争の中に

見られなければならない。すべての美辞麗句とは逆に，

政治的主導権は学問と職業との間の隔たりを縮小させ

なかったのである。

これらの評価において， ドイツとの比較がしばしば

ひとつの役割を果たした (Springhall，2005)。同様の

状況がフランスにおいても見られる。フランスでは，

すべての職業教育が完全に学校ベースのシステムへと

再編成された。 1970年代から，オールタナティブな

システムが試行されている。それは，実習生が訓練を

受ける企業にまでサポート体制を鉱張することによっ

て，またBerufsmatur(従来はただ学問志向の中高等

学校でのみ得られた高等教育レベルあるいは大学入学

資格証明書)のような新しい教育の機会を作ることに

よってである。さらに，職業教育・訓練のより強い地

方分権化が，中央集権的なガイドライン以上の多くの

オプションを可能にしている (Mehaut，2∞1)。

概して言えば，それは，教育制度により多くの数の

青少年を取り込むという問題であり，それぞれ専門的

な学位を持った若者の割合を僧やすという問題である。

一この結論は，イギリスと同様フランスでも一般的に

承認されている。実習生制度モデルに利点があると考

えられるのは，まさにこの点に関してである。ヨーロ

ッパ規模の新しい実験的な比較研究の結果はさらに，

主として企業支援タイプの職業教育の，より明確な効

果を強調している (Muller& Shavit， 1998; Muller & 

G組 g1，2叩3)。

したがって，その国独自の教育的伝統を持つ多くの

ヨーロッパの国では，職業教育の2つのタイプが職業

教育改革のひとつの要素として試されている。実践志

向タイプの教育が，学習の動機づけや学習結果に有益

な効果をもたらすことは，教育政策当局によってだけ

ではなく，教育研究の領域においても是認されている。

スペインの教育研究者，フェルナンド・マルエンダ

(Femando Marhuenda)は，スペイン，フランスならび

にイギリスといった国で新たに作られた二重システム

を， ドイツにおける職業教育と比較している。これら

の3国では， r実習生制度」は法的に導入された。そ
の主たる目的は，青年の失業者を減少させることと，

若者に教育機会と専門的能力獲得の機会を提供するこ

とであった。これらが動機であったために，一般教育

の側面はドイツほどには役割を果たしていない。さら

に，これらの新しいシステムには，職業教育の新しい

2つのタイプを，既存の教育のタイプに関連づける包

括的なストラテジーが欠けていた。さらなる困難とし

て，企業は学習という文化にも実習生の取り扱いにも

慣れなければならない。マルエンダは， 21世紀初頭

においては二重システムを活気づけることは確かにう

まくいきそうに恩われるが，その一方で多くのチャレ

ンジすべき課題や未解決の問題を抱えていると結論づ

けている。例えば，多数の青年がドロップアウトする

ことであり，職業教育のこれらの新しいタイプが対象

となる人々にあまり知られていないという事実である

(Marhuenda， 2∞0)。これらの新しい試みがどれほど受

け入れられるか，検討され続けなければならない。今

までなされてきた努力は，一般的に永続的な効果を持

っと考えられていないか，あるいは十分包括的に行わ

れたとは思われていない。
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日，義務教育から実習生制度またはアカデミックな教

育への移行が，よりフレキシプルになっている。その

新しいコースは，子どもたちが学習にとって適切な場

所を見いだせない場合に，そのギャップを埋めるもの

である。また，一方で職業教育への，他方で高等教育

に接続する専門的学士号のための，比較的やさしいコ

ースもある。(下図，参照)

スイスの実習生制度モデル:教育システムへの定着

2∞4年のスイス改革法 (SwissReform Act)は，い
っそうの柔軟性の確保と，革新的モデルの提示の必要

性について明確に言及している。今日，我々は，実習

生制度が重要な役割を果たし，そして将来性がある明

確な枠組みについて，語ることができる (cf.

Wettstein， et al.， 1985)。新しいコースのおかげで，今
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るべきことが主張されている。同じような議論が，ス

イスとドイツの職業教育・訓練についての専門家の報

告でも見られる (Rauner，2005 ; Dubs， 2∞5，参照)。
経済的，技術的，文化的発展のひとつの結果として

多くの青少年が， ドイツ，オーストリア，スイスにお

いてさえ，学問志向の生き方やキャリアを選んでいる。

さらに，多くの企業は実習生を訓練することをますま

す好まなくなってきている。こうした課題は，二重シ

ステムが職業教育の支配的タイプである国々において

最も顕著である。それゆえ， ドイツ，オーストリア，

スイスにおいて現代化の必要性が明らかなことは驚く

ことではない (Rothe，2001)。最も緊急な問題のひと

つは，学校と企業との連携が不十分なことである。同

このモデルにおいては学問と職業との区別は減少し

ており，研究においては改革が成功していることが示

されている。

二重システムにおける改革の必要

職業教育の二重システムが，ヨーロッパにおいては

しばしば標準とみなされているとしても，ードイツ，

スイスならびにオーストリアのように一二重システム

がかなり長い間使われてきた国々における議論では，

このシステムの改革の必要が指摘されている。『ドイ

ツの技術組織JI(Culpepper & Finegold， 1999)では，

実習生制度モデルが競争において利点があることを認

めながらも，政治経済的な見地からいっそう柔軟であ
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様に，二重のミスマッチがあげられる。それは，それ

ぞれの大きな需要に対して実習生制度のための訓練場

所が不足していることであり，また需要の減少による，

あるいは青年が必要な能力基準を満たしていないとい

う理由のために，実習生制度が空洞化していることで

ある (Moser，2∞4)。さらに，目指されるべきことは，
例えば，モジュール化によって達成されるだろう，よ

り柔軟なシステムへの移行と制度が提供するものへの

容易なアクセスである。 (Ertl，2∞0:65ff)。

結論:国際的な一元化と制度上の多様性

教育研究の最近の分析によれば， 1960年代初頭に

おいて(そしてこの論文の官頭において)プランケル

ツとシュヴァルツローゼによって特徴づけられた問題

は，緊急性を失いつつある。職業教育と一般(アカデ

ミック)教育は，今後はほとんど制度的に区別されな

いだろうし，内容に関しでも大きな隔たりはなくなる

だろう。労働の世界のために準備することには，堅実

な専門的技能の獲得だけが含まれているわけではない。

知識運用能力ならびに不確実なことがらに対処するた

めに適切な質問をする能力も含まれている。それゆえ，

オーストラリアの指揮のもとに行われた大規模な国際

比較研究においては，主たるトピックは一般教育と職

業教育との分離に挑むことだった (Keating他，2∞2)。
このメタ分析においては，職業教育の二重でオールタ

ナティプな形式の(再)導入が，強く勧められている

(ibid.)。特に，ここ数十年間ドイツ，オーストリア，

スイスで使用されてきたモデルは，これらの国で一般

に考えられているよりも，持続可能であるように恩わ

れる。

強調されるべき主要な要素については，ほとんど一

致した見解がある。まず第1に，産業界ならびに企業

により多く関わりあったり参加したりすることである。

それらは，青少年と社会ならびに労働の世界との結び

つきを促進する。第2に，実習生に良好な教育環境を

提供することである。それは，実習生が訓練される企

業へと移行する知識と，限定する知識での性急な着想

であったとしても，学校の統合的役割を保証すること

によってである。この方法はまた，多くの学問領域の

知識が分け与えられることを保証する。第3に，これ

らの方法はすべて，異なったパートナーのアクティプ

な協力を必要とすることである。これらはまた，個々

の教育システムの分離は変更される必要があることを

導く。この要求は，中等学校とアカデミックな教育が

いっそう専門職業的に方向づけられるなら，それだけ

いっそう妥当であるといえる。このことは何人かの教

育政策の主唱者によって，実際に要求され続けてきた

ことである。より高い標準，よりいっそうの経済的妥

当性ならびによりいっそうの社会的統合は，崇高な目

的である。それは絶えず制度的な多様性と長期的な教

育政策を要求し続ける(Pring，2∞5，参照)。
こうした共通見解にもかかわらず，ヨーロッパにお

いては異なった改革ストラテジーが展開されている。

懸案となっている問題についてひとつの共通見解だけ

でなく，類似した制度的解決が求められる傾向がある。

様々な論争の収束は，明らかに構造の一致に依存する。

今はまだ， EUの教育政策の説得力よりも，個々の国

における認識に依存している。その国々では，それぞ

れの現在のシステムに合った，類似した解決が見られ

る (Gonon，21∞4)。
新しい制度的実践の展開に関して言えば，様々なシ

ナリオが考えられる。形式的教育の再評価が，可能性

のひとつである。もうひとつは一直接的には対立し

ているが一二重システムのゆるやかなさらなる発展

である。しかしながら，ヨーロッパにおいて最も有望

なのは第3のモデルである。それは，つまり学習場所

と学習タイプの複数性に基づいた職業教育・訓練のモ

デルであり，仕事志向でいまだに適応可能なモデルで

ある。ヨーロッパにおいては学習社会への道は多様で

あり，そのことは避けられないことでもあり，また歓

迎されることでもあるのである。
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[訳者解題] 改善， 3)職業教育の教師や指導者の社会的地位と資

本論文は，フィリップ・ゴノン氏が， 2∞7年6月7 質の向上， 4)職業教育と職業訓練のカリキュラムの

日に，広島大学大学院教育学研究科で行った講演の本 改善である。

文の日本語訳と，原文(英語)のレフアレンスである。 さらにゴノン氏は，職業教育も一般教育も，そもそ

ゴノン氏は， 1955年生まれ。ケルシェンシュタイナ も持っていた教育的使命を果たすことができなくなっ

ーに関する研究で学位取得。大学教授資格取得論文 てきた現状から，中等学校や職業教育学校の新しい方

(Habilitation)は， w職業教育改革における国際的議論』 向づけや制度上の再組織化が支持されていると述べる。

(1997年)。専門は，職業教育，教師教育。ベルン大 ゴノン氏は，ここで職業教育のドイツ・モデルとして

学(1986-1992年)，ロンドン大学(1993年)， ドイツ・ 「実習生制度モデノレJと「二重システム」とを取り上

トリーア大学(1999・2004年)などを経て，現在はチ げている。 1980年代から 90年代にかけて行われた，

ューリヒ大学の正教授である。ゴノン氏は， 2007年6 学校ベースの職業教育と仕事場ベースの職業コースの

月 1日から 10日まで，サパテイカルの一環として広 比較調査の結果，実習生たちは「仕事場ベースの学習J

島大学に滞在し，精力的に職業教育に関する調査研究 を希望していることが明らかになった。このことは，

を行った。この講演は，ゴノン氏の専門分野である職 学校ベースの職業教育を推進するだけでなく，また従

業教育に関する国際的動向について，とくにスイスと 来の「実習生制度モデル」や「二重システム」を効果

ヨーロッパを中心に紹介するという趣旨で開催された 的に活用することの必要性を示していると恩われる。

ものである。 一般教育と職業教育との融合について，スイスの「実

本論文で，ゴノン氏は，職業教育に要求されるふた 習生制度モデノレJはユニークなものである。それは，

つの側面，つまり直接的に要求される専門的職業訓練 一般教育と職業教育との聞に新しいコースを設けるこ

の側面と，抽象的に要求される一般的人間教育との聞 とによって，義務教育から実習生制度やアカデミック

でふりこのように揺れてきた教育制度や理論の問題に な教育への移行を，よりフレキシプルにすることをめ

対し，それら両側面とを統一することが，今日的な職 ざしたものである。ここでは，学問と職業との区別が

業教育の課題であることを指摘している。ゴノン氏は， 減少し，子どもたちが自分の適性に合った方向を選択

この点について，まず歴史的な経緯について述べる。 しやすいものになっている。青少年たちが学問志向の

ゴノン氏は，職業教育についての今日的議論は，教 生き方やキャリアを選ぶ傾向が高くなり，また企業も

育と職業訓練とをいかに結合するかにあるとし，その 実習生を訓練することを好まなくなってきている現状

端絡がかのテオドール・リットにあると述べる。リッ の中で，より柔軟なシステムへの移行が求められてい

トにより，職業訓練と教育との対立を克服する理論的 るのである。

根拠が示され，労働の世界とのみ関連づけられていた こうした今日的傾向から，ゴノン氏は，今後はます

職業訓練に教育の可能性が認められた。さらにグオル ますアカデミックな一般教育と職業教育との融合が進

ク・ケルシェンシュタイナーやエドワアルト・シュプ むと指摘する。この点については，各国においでほぼ

ランガーによって，職業教育が人間教育の入り口であ 一致した見解が見られるが，その解決方法は国情に応

るとの認識が示された。これにより，ヴィルヘルム・ じて多様である。今までの教育システムの再評価もそ

フォン・フンボルトによって定式化された一般教育は のひとつである。二重システムのゆるやかな発展もそ

いかなる職業教育にも先行する，という命題が逆転さ のひとつである。しかしもっとも有望なのは，第3の

れたのである。 モデルであるとゴノン氏は指摘する。それは，学習場

ゴノン氏は，こうした歴史的経緯に基づきながら， 所や学習タイプの複数性に応じた仕事志向の職業教育

今日の職業教育に関する改革論争を「同等評価Jを得 モデルである。こうした多様性を認めるところにヨー

るための努力と位置づける。「同等評価Jとは，職業 ロッパにおける職業教育改革の特徴があり，だからこ

教育を一般教育と同等に評価することを意味している。 そ改革が推進されるとゴノン氏は指摘する。

ここから，ヨーロッパでは4つのストラテジーが示さ 日本においても，学校から仕事場への移行の困難さ

れている。それらは，1)職業教育の高度化， 2)相 が指摘され，小学校から高等学校まで継続したキャリ

互性の強化， 3)結合， 4)統ーである。これらはそ ア教育が進められている。しかしゴノン氏がいうよう

れぞれの国の実情に応じて取り入れられ成果をあげて に，単に職業に方向づけられた学校教育をめざすだけ

い
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へと変えていくためには，キャリア教育による子ども

自身の職業意識の育成に加えて，教育制度の柔軟性が

求められると考えられる。スイスの教育制度が示すア

カデミックな教育と職業教育の聞の柔軟な移行システ

ムは，子どもが自分の適性によって進路を判断するこ

とを可能にするひとつのアイデアだといえる。職業教
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育改革によって，一般教育と職業教育との区別を減少

させ，子どもが自分に合った教育を受けることができ

る機会を保障しようとするなら，教育制度全体の改革

を要求することになるだろう。そのための多様な道筋

を検討することが，職業教育改革の課題でもあること

を，ゴノン氏は指摘しているのである。(鈴木)




